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論 文 内 容 の 要 旨 
現在の日本において、繊維・アパレル産業は衰退産業であるが、生産の国際化の歴史が古く、日本企業の国
際展開や歴史的展開という点からみて重要である。また、今日の日本企業は、戦略的提携やアウトソーシング
などの企業間ネットワークを活発に行っているが、繊維・アパレル産業では、古くから商社を通じた「ネット
ワーク化」が行われてきた。したがって、この産業における企業の海外（特にアジア）進出を研究することは、
日本的な多国籍企業像や、現代的な日本企業の現象を捉える上で重要である。 
このような理由から本論文では、日本の繊維・アパレル企業のアジア地域における立地行動のダイナミズム
とその論理についての検討を行った。ただし、進出する主体は多国籍企業であり、進出には立地を伴う。ここ
では、立地の問題を扱うとともに、多国籍企業についても研究を行っているP.ディッケンの『生産連鎖』の枠
組みを援用し、生産の流れの中に企業を位置付けて分析を行った。 
 
私は、分析にあたって、特に次の点を重視している。 
第１に、既存研究では工業（製造業）は工業（製造業）、商業は商業で別々に捉えられており、現実を鑑み
た場合には不十分だった、メーカーと商社の海外進出における相互作用や関係性について検討すること。とり
わけ商業企業については、日本独自のものとして、中間段階の商業企業の役割を重視すること。 
第２に、製造企業は、性質の異なる素材メーカーとアパレルメーカーを分けて分析すること。 
第３に、歴史的プロセスと地理的要素の側面から、立地行動を立体的に描き出すこと。即ち、過去から現在
への流れと、地理的広がりを、時期や地域を区分しながら検討すること。 
そして、方法論として、統計や社史といった一次資料に基づく分析に加え、大阪という特定地域の繊維・ア
パレル企業にヒアリング調査やアンケート調査を行って、オリジナルデータに基づく分析を試みることである。 
以上の枠組みと方法論を用いて分析した結果、次のことが明らかにできた。 
 
第１に、製造企業のアジア立地は、秦材メーカー、アパレルメーカーとでは、主として影響を与える要素が
地理的要素なのか、制度的要素なのかで異なるが、重要なのは対象とする「市場との近接性」である。また、
近年の変化として、立地行動の主役が素材メーカーからアパレルメーカーへシフトしていることと、中国への
集中が大きな展開としてあった。 
第２に、日本独特の商業企業である総合商社の場合、繊維関連事業を行う合弁子会社の中で、商社が最も出
資して主導する総合商社主導型が増えている。また、機能的に総合商社の子会社は、管理・総括者、オーガナ
イザーとしての役割を期待されつつ、進出数を伸ばしていた。 
そして、第３に、大阪の企業の立地行動の検討から、進出先では『メーカーの一部商社機能の内部化』と『商
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社のメーカー化』が進展していることが明らかになった。さらに、管理・統括といっても貿易や情報といった
全体を統括・俯瞰するような機能については商社が、現地での工場管理や生産関連の付帯的機能はメーカーが
担うというように、従来からのメーカー・商社間関係の変化と管理・統括機能の棲み分けがあった。 
さらに、こうした企業側の立地行動の論理に加え、アジア各国の要素条件格差、各国政策、繊維産業独自の
世界的な貿易枠組み（ＭＦＡ）、市場条件といった外的な要因（立地要因）も大きな影響を与えていた。そして、
その結果、日本の繊維・アパレル企業は立地場所を決定し、アジア地域内での立地行動のダイナミズムが起こ
っているのだといえた。 
 
最後に、本論文では、P.ディッケンが十分に整理しえなかった『生産連鎖』の具体的な中身（企業間関係）
について、日本の製造企業と商業企業、製造企業内の素材メーカーとアパレルメーカーの側面から踏みこんで
明らかにすることができた。これが、本論文の成果である。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
日本企業の中国などアジア諸国への進出が拡大する中、日系多国籍企業がどのような種類の事業活動をアジ
アのどのような国・地域へと立地展開させているのか検討することが重要になってきている。また、多国籍企
業の立地行動に関する理論研究では、近年、ピーター・ディッケンの生産連鎖の概念（生産の流れの中に各企
業の事業活動を位置づける考え方）が注目されている。 
本論文は、生産連鎖の概念を基礎にしながら、日本の繊維・アパレル企業のアジア地域における立地行動に
ついて研究したものであり、論文構成は、１章（はじめに）、２章（P.ディッケンの『グローバル・シフト』に
おけるフレームワークと本論文のフレームワーク）、３章（日本繊維メーカーのアジア地域における立地行動分
析）、４章（総合商社繊維事業部門のアジア地域における立地行動分析）、５章（大阪における繊維・アパレル
企業のアジア地域における立地行動分析）、６章（日本の繊維・アパレル企業のアジア地域における立地行動の
ダイナミズム）となっている。 
本論文は、以下の３つの点で優れた考察を行っている。 
第１の点は、多国籍企業論や立地論の観点からディッケンの生産連鎖の概念を整理・検討するとともに、繊
維・アパレル企業を繊維素材メーカー、アパレルメーカー、商社（繊維部門）などに分けながら、日本の繊維・
アパレル産業における生産連鎖の具体的な中身を明らかにしたことである。 
第２の点は、生産連鎖を考慮に入れながら、日本の繊維・アパレル企業のアジア地域への立地行動の歴史的
プロセスについて検討したことである。繊維素材メーカー、アパレルメーカー、商社（繊維部門）の立地行動
の特徴について丹念に比較検討している。 
第３の点は、大阪の繊維・アパレル企業へのヒアリング調査・アンケート調査を実施し、公表データだけで
なく、こうしたオリジナルデータに基づいて考察したことである。とくに、アンケート調査を通じて、製造企
業と商業企業との立地行動上の関係について独自の検討を行っている。 
繊維・アパレル産業においては、もともと製造企業と商業企業との結び付きが強く、また日本市場をターゲ
ットとした「持ち帰り輸入」も顕著である。このことが本論文の研究上の特色につながっているものの、本論
文での考察が日系多国籍企業一般の問題にどの程度当てはまるものなのか明確でない。この点は今後の課題で
ある。 
こうした課題はあるものの、本論文は日本の繊維・アパレル企業を対象として日系多国籍企業のアジア地域
への立地行動に関する独自の考察を行っており、審査委員会は一致して、本論文を博士（商学）の学位を授与
するに値すると判断した。 
